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序     文 

 
 

 ケニア共和国は、野生生物の多様性で世界的に有名であり、特に国立公園や保護区の存

在は、生物多様性保全と同時に、ケニアにとって貴重な外貨収入となる観光資源として重

視されている。 

 ケニア政府は、より効率的かつ効果的な野生生物及び国立公園などの管理を目的として、

1990 年に野生生物公社（KWS）を設立した。日本政府はその前組織である野生生物保護管

理局の時代である 1970 年代から青年海外協力隊員派遣を通して当該分野の支援を行ってい

るが、KWS 発足以降は、隊員派遣に加えて、専門家派遣及び無償資金協力などを通した支援

を行った。 

近年は特に、生態系保全に対するケニア国民の意識向上を目的とし、KWS の自然保護教育

活動を強化し、国立公園内の自然保護教育施設の有効活用を促進するための支援に重点を

置き、個別専門家および環境教育青年海外協力隊員の派遣を実施していた。 

しかしながら、昨今の人口増加及び経済活動の拡大により、水源となる森林や国立公園

などの保護対象となる地域周辺の土地圧力は高まる一方である。中でも、国立公園などの

周辺住民は、公園内の野生生物保全や森林保全から直接的な便益が見出しにくい一方、公

園内からの大型動物による農作物への被害を受けやすいため、野生生物を敵視する傾向が

生じている。このため、野生生物公社における教育関連部門の役割は重大になっているが、

限られた予算と人材、さらに知識・経験では、本問題に十分対応しきれなくなっている。 

このような背景からケニア政府は KWS を実施機関とする野生生物保全教育の強化を目的

とした技術協力プロジェクトを要請してきており、これを受け日本政府は、技術協力プロ

ジェクトに係る事前評価調査を実施するに至った。 

本報告書は、同調査団の調査結果をまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に

広く活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力いただいた関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 
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第一章  調査の背景及び概要 

 
ケニア国は、世界でも有数の豊かな野生生物・生態系を有し、国内で 27ケ所の国立公園
及び 34ヶ所の国立保護区を設けている。同国では、野生生物を見せるサファリを中心とし
た観光業が重要な外貨獲得源となっており、これらの天然資源の保全及びそれらを活用し

た観光業の発展を奨励している。同国 I-PRSP（Interim Poverty Reduction Strategy Paper）及
び ERS（Economic Recovery Strategy）においても、観光資源の保全の重要性が謳われている。
同時に、かかる保護地域においては、森林、海洋資源、マングローブ林などが含まれてお

り、同国の貴重な水資源地保全、持続可能な漁業資源の利用にも貢献している。天然資源

の維持管理の観点から、同国 I-PRSPにおいて生態系保全の重要性に関する市民への教育の
必要性も認識されている。 
これら公園・保護区を管理しつつ、野生生物・天然資源の持続的な保全管理を担当するの

が、1990 年に独立採算制の公社として設立されたケニア野生生物公社（Kenya Wildlife 
Service: KWS）である（うち、17ケ所は地方自治体主管）。KWSは野生生物保全及び住民の
社会経済的活動との軋轢軽減に取り組むことから、環境教育にも従事し、生態系保全と住

民の生活向上の両立を図ることで、貧困削減にも貢献している。 
しかしながら、1970 年代の狩猟禁止以降も野生生物及び野生生物生息地の減少が確認さ
れている。密猟についても、1970 年代に深刻化した象牙や犀角目当ての大規模な密猟は影
を潜めたものの、食用肉を得るための小規模な密猟は引き続き発生している。また、人口

増加、経済活動の拡大、土地利用制度の変更、度重なる旱魃などから、周辺住民と野生動

物の間における軋轢はますます深刻化している。野生動物による人的、物的被害は同国の

マスコミにも頻繁に取り上げられており、ケニア国民の野生動物及び国立公園などに対す

る敵対心が増長される場合もある。 
日本政府は、1978年から自動車整備を中心に青年海外協力隊を派遣し、1992年には車輌・
建設機械の無償資金協力を実施した。1992 年からは、ソフト面を重視し、保護計画、環境
教育、視聴覚機材の分野における専門家及び協力隊派遣を展開している。2003 年 3 月から
「野生生物保護教育計画」個別専門家を KWSに派遣し、2004年 10月時点では、「環境教育」
隊員 3名、「視聴覚機材」シニア海外ボランティアを派遣している。なお、環境教育分野に
対する支援としては生態系及び文化に関する豊富な知的資源を有するケニア国立博物館

（National Museums of Kenya: NMK）に対しても専門家派遣の実績があり、現在においても
「環境教育」等の青年海外協力隊員の派遣を実施している。 
これらの協力を通して、KWSの野生生物保全教育活動を強化し、その施設を有機的に有
効活用することが望まれている。これにより、市民や観光客に対する効果的な野生生物保

全教育を促進し、生態系保全に対する人々の意識が向上することが期待される。しかしな

がら、かかる体制整備は不充分であり、ケニア政府は、KWS本部及び地方の国立公園、博
物館、関連 NGOに派遣しているボランティアとの連携を深め、本技術協力プロジェクトを
実施することを目的とした技術協力を我が国に要請した。 
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第二章 調査・協議の経過と概略 

 
2-1 調査の目的 
 本案件の協力すべき分野、連携のあり方、活動内容、投入規模、プロジェクト対象地、

カウンターパート機関について検討する。また、同国で環境教育活動の一環を担うケニア

国立博物館について、これまでの経緯及び同博物館派遣中の「環境教育」隊員との連携な

どを念頭に、本プロジェクトにおける連携について検討することとした。そのため、本調

査では、博物館の現状及び援助ニーズを調査し、プロジェクトのカウンターパートについ

て確認することとした。 
 

2-2 調査団の構成 
担当 氏  名 現    職 

総括 稲村 次郎 国際協力機構  

ケニア事務所 次長 

博物館組織制度 菊池 弥生 外部有識者 

計画分析 簗瀬 二朗 

 

国際協力機構  

地球環境部 第一グループ（森林・自然環境）

自然環境保全チーム 特別嘱託 

協力計画 見宮 美早 国際協力機構 

ケニア事務所 所員 

・同行者 今榮 博司 「野生生物保護教育計画」個別専門家 KWS所属 / 03.3.11-05.3.10 
     Elijah Kinyangi  国際協力機構 ケニア事務所プログラムオフィサー 
 
2-3 調査日程 
Day Date Time  Schedule  

 Narita → London  Sun 
 

10/03 
  London → Nairobi  

0635 Arrival in Nairobi  
1000 JICA Office - Courtesy call and discussion on the project  

-To confirm schedule and other details 

Mon 
 

10/04 
 

1500 
 

Kenya Wildlife Service - Courtesy call to the Director and to inform the 
purpose of the study 

0900 
 

Kenya Wildlife Service - Joint discussion on the contents of the study (KWS 
and National Museums of Kenya)  

1400 Wildlife Clubs of Kenya - To exchange information and discuss WCK 
activities 

Tue 
 

10/05 
 

1530 National Environment 
Management Authority 

- Courtesy call to Director General and to discuss 
NEMA role in Environmental Education and possible 
link to DEC/PEC structures 

Wed 10/06 0800 
0900 
 
1100 
1400 

Move to Kisumu (KQ652) 
Kisumu Museum 
 
Impala Park 
KWS Regional Office, 
Kisumu 

 
- Observation and discussion on the museum 
education activities 
- To observe site activities 
- Courtesy call and discussion on the regional 
education programmes 
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Thu 10/07 0800 
1100 
 
1400 
1600 

Move to Nakuru  
Lake Nakuru National Park 
 
Move to Nairobi 
Arrive Nairobi 

 
- Courtesy call and to observe the park education 
activities 

Fri 10/08 0900 
1000 
 
1400 

Nairobi National Park 
KWS Education (Orphanage, 
NSW, Vet, Multi-media) 
National Museums of Kenya 
(NMK) 

- Courtesy call to Senior Warden 
- To discuss and observe education activities 
 
- Courtesy call to Director-General 
- To observe Museum education activities 

Sat 10/09 1400 
1500 

Move to Mombasa (KQ610) 
Arrive Mombasa 

 
 

Sun 10/10 1000 
 
1530 
 
1600 

Fort Jesus Museum  
 
Gede Museum 
 
Kipepeo project 

- Observation and discussion on the museum 
education activities 
- Observation and discussion on the museum 
education activities 
- Observation 

Mon 10/11 0830 
 
1030 
 
1400 
 
1600 

Malindi JOCV site (Malindi 
Marine National Park) 
 
Watamu JOCV site (Watamu 
Marine National Park) 
 
KWS coast Region 
 
Move to Nairobi (KQ613) 

- Observation and discussion on the park education 
activities 
- Observation and discussion on the park education 
activities 
- Discussion on the regional education programmes 
 

Tue 10/12 0900 
 

KWS Headquarters 
 

- To prepare the Project Design Matrix and Minutes
of Meetings (M/M) 

Wed 10/13 0900 
1400 
1500 

KWS Headquarters 
Giraffe Centre 
Youth for Conservation 

- To discuss PDM and M/M with KWS 
- To discuss and observe education activities 
- To discuss and observe education activities 

Thu 10/14 0900 
1400 

KWS Headquarters 
JICA Kenya Office 

- To finalize the PDM and M/M 
- To report on the visits to NGOs and to confirm the 
schedule of the project 

Fri 10/15 0900 
 
 
1100 
1430 
2245 

Ministry of Tourism and 
Wildlife 
 
Embassy of Japan 
JICA Kenya Office 

- Signing of Minutes of Meeting (M/M) by 
Permanent Secretary and JICA Study Team Leader 
-Report on result of study 
-Report on result of study 
-Departure 
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2-4 主要面談者 
（ケニア側） 
z ケニア野生生物クラブ  Dr. Ibrahim M. Ali 
z 国家環境管理局（National Environment Management Authority ：NEMA）  
Prof. Ratemo W. Michieka  Ph. D., EBS （Director General） 
z キスム博物館 
Mr. Peter O. Nyamenya （Senior Curator） 
Ms. Phobe A. Awiti（Education Officer） 
Mr. James E. Ngesu（Accountant） 
Mr. Ali K. Hassan（Administration Assistant） 
Mrs. Rosemary Chepkwony（Executive Secretary） 
魚谷 未夏（JOCV 環境教育） 
z キスムインパラサンクチュアリー 
Mr. Alfayo Barasa（Senior Warden, KWS Kisumu Regional Office） 
Ms. Nancy Akinyi（Assistant Warden (Education Officer) ） 
Mrs. Jane Kunyiha（Warden, Impala Park） 
Mr. Isaac Kibet（Animal Keeper, Impala Park） 
z KWS州事務所 キスム 
Mr. Alfayo Barasa（Senior Warden, KWS Kisumu Regional Office） 
Ms. Nancy Akinyi（Assistant Warden (Education Officer) ） 
Mrs. Jane Kunyiha（Warden, Impala Park） 
Mr. Isaac Kibet（Animal Keeper, Impala Park） 
Mr. Peter Kariuki（Telecomms SUPT.） 
z ナクル湖国立公園 
Ms. Lydia Kisoyan（Deputy Senior Warden, Lake Nakuru National Park） 
Ms. Elena Hapicia（Education Warden, Lake Nakuru National Park） 
z ナイロビ国立公園事務所、教育部門、動物孤児院、ナイロビサファリウォーク（教育

施設）、獣医部門、マルチメディア部門 
Mr. Gideon M Amboga（ナイロビ国立公園上級監理官（責任者）） 
Mr. Leonard Kiriama（KWS動物飼育係） 
Dr. Thomas Manyibe（KWS獣医師） 
Mr. Edin Kalla（KWS教育担当部長） 
Mr. Charles Ooro（KWS視聴覚担当者） 
鈴木 俊昭 (シニアボランティア 視聴覚教材） 
 
z ケニア国立博物館本部 
Dr. Mzalendo Kibunjia（Director Regional Museums, Sites and Monuments） 
Mr. Ibrahim Mohamud（Principal Curator, Directorate Museums, Sites and Monuments） 
Mr. Simon Gatheru（Curator, Nairobi Museum） 
Mr. Peter Denis Okuwaro（Head, Education Department） 
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Mr. Gilbert Mwai（Education Officer） 
z フォート・ジーザス博物館 
Mr. Ali S. Baakabe（Principal Curator, Fort Jesus Museum） 
Mr. Hassan M. Hassan（Education Officer, Fort Jesus Museum） 
Mr. Mubarak Abdulgadir（Education Officer, Fort Jesus Museum） 
Mr. Steve Okoko（Audio Visual Officer, Fort Jesus Museum） 
西山 俊文（JOCV 測量） 
z ゲディ博物館、ゲディ遺跡 
Mr. Abdalla Ali Alaussy（Senior Curator） 
Mr. Ali Hassan Mwarora（Education Officer） 
z キペペオ・プロジェクト 
Mr. Antony Githitho（Project Manager） 
朝西 英文（JOCV 村落開発普及員） 
z マリンディ海洋国立公園 
Mr. Wilson K. Korir（Senior Warden, Malindi Marine NP.） 
橋本 慎吾（JOCV 環境教育） 
z ワタム海洋国立公園 
Mr. Joseph Musili Musioko（Park Warden, Watamu Marine NP.） 
伏屋 俊樹（JOCV 環境教育） 
z ジラフセンター（Giraffe Centre） 
Ms. Zipporah Musyoki（Head of Education） 
z 若者による自然環境保護（Youth for Conservation） 
Mr. Joephat Ngonyo（Director） 
Mr. Steve Hela（Programme Officer） 
Ms. Grace Ndwigo（Administrative Assistant） 
Mr. Joseph Kigha（Volunteer – Programme） 
 
（日本側） 
z 在ケニア日本大使館  二等書記官 増山 寿政 
z JICAケニア事務所   所長 狩野 良昭  
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第三章 調査結果要約・総括所感 

 
3-1 調査・協議の主な内容 
本調査団における協議においては、直接の担当部局だけでなく、関係機関、地方組織等

からの意見聴取も行うとともに、ワークショップの開催等により、問題認識の共有に努め

た。また、協議の結果をミニッツにとりまとめた。特記すべき事項は次のとおり。 
（1）C/P機関 
当初は、ケニア国立博物館を連携機関として検討していた。しかしながら、同じ環境教

育分野における活動ではあるものの、目的、内容、規模等がKWSとは異なること、博物館
内のリストラクチャリング及び人員配置などが明確になり、本プロジェクトにおける正式

な連携は効果的ではないと判断された。しかしながら、博物館もケニアにおける野生生物

保全教育及び生態系保全において重要な役割を担い、実際に地方レベルでは連携も確認さ

れていること、「環境教育」等青年海外協力隊員が派遣されていることなどから、適宜ワ

ークショップ及びセミナーなどに参加を呼びかけることとする。 
（2）対象地域 
本プロジェクトの目的は、KWS本部や各地の教育関係者の能力向上であり、組織として

KWSの教育活動が強化されることである。全国に配置されているKWSオフィサーの能力向
上により環境教育活動が強化されることが期待されているが、各地での活動を個別に支援

することは本プロジェクトに含まないこととする。これは、プロジェクト終了後の教育活

動の持続性を鑑み、KWSの自主性を尊重しつつ各地の財政及び管理能力に応じた効果的・
効率的な活動を推進するためである。 
他方、能力向上は数値的な評価が困難であり、研修・セミナーを受けたオフィサーの現

場での活動をモニタリングすることで、定性的な評価を行うことは適切であると判断され

る。また、現場でのモニタリングや助言を通じて、モニタリングで得た知見を研修・セミ

ナーにフィードバックし、研修・セミナーの成果を各地の現場で積極的に適用することを

推進することが可能となる。よって、能力向上の成果をモニタリングし、助言を行うとと

もに、その結果を他地域に生かすことを目的として、ターゲット地域を設定することとな

った。 
複数名の青年海外協力隊員が地方の国立公園に派遣されており、現場において環境教育

を支援する活動を行っている。プロジェクトと隊員活動との連携を強化することで、地方

での環境教育活動の促進がより効果的になされることが期待できる。したがって、ターゲ

ット地域は、プロジェクトの活動場所に隣接するナイロビ地域（動物孤児院、サファリウ

ォ－ク）、協力隊員を派遣しているコースト地域、及び教育活動が盛んであり且つ全国各

地の教育活動の様々な問題点を抱えており、ここでの教育活動の強化が他地域へのモデル

となる可能性の高いナクル地域が選定された。なお、ナクル地域への協力隊員の派遣も予

定されている。 
（3）プロジェクトの拠点とカウンターパート 
全国に配置されている KWSオフィサーの能力向上を目指した活動を実施するため、教育部
が配置されているナイロビの KWS本部を活動拠点とする。ただし、前述のとおり、対象地
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域 3ヶ所に対しても適宜モニタリング及び助言を行う。 
なお、C/Pとしては、KWS本部教育部スタッフ、ターゲットエリアの KWSパークマネー
ジャーおよび関係オフィサーが相当する。 
（4）他組織との連携 
 ケニア国立博物館との連携については、前述（1）のとおり。国際機関及びNGOとの連

携についての議論もなされたが、本プロジェクトの各活動において、適宜、緩やかな連携

を図るレベルにとどめることとなった。 
 

3-2 総括所感 
（1）自然保護教育戦略の策定について 
今回の協力の柱の一つとして、自然保護教育戦略の策定があるが、3年間の協力期間ので
きるだけ早い段階で戦略の骨子を固めて、それ以降のセミナー・ワークショップにその戦

略を反映させることが重要である。早く戦略を固めることにより、それぞれのセミナー等

の位置づけが明確になり、参加者の意欲が高まるとともに研修の効果が高くなることが期

待される。また、協力期間内の活動の実際をふまえて、教育戦略実施のノウハウが蓄積さ

れることが期待されることからも、早めの戦略策定が重要である。 
 今回の教育戦略は KWSの教育部門を対象とするものであるが、その策定に当たっては

KWSの他の部署のみならず、環境教育戦略を策定している NEMAや、環境の専門家を多く
擁する大学・博物館などの研究機関のみならず、環境教育を実施している NGOを交えて検
討することが重要である。特に、自然保護教育に KWSが果たすべき役割（および NGOを
含む他組織の役割）について関係者間で意見の交換を行うことが重要である。 
（2）NGOとの連携について 
現時点においても KWSはいろいろな NGOと協力を行っている。KWSの人員・予算に限

りがあることから、自然保護教育活動を行っている NGOの協力を得て活動の範囲を広げる
ことは重要である。また、NGOにはユニークな活動を行っているものも多く、それらの活
動を知ることは、KWSの教育活動の参考になるものと思われる。このため、教育戦略策定
のみならず他の研修についても NGOの知見を活用することが重要である。 
（3）国立公園内での教育活動と国立公園外での教育活動について 
国立公園内の野生生物の保護の面からは、国立公園周辺住民への自然保護教育が重要と

なるが、ここの集落に出向くことから非常に手間のかかる活動となる。一方、国立公園を

訪れる生徒を対象とする教育活動は、比較的手間がかからず多くの人数を対象とすること

が可能である。訪問者が多い公園では教育担当者は訪問者の対応で追われてしまうことが

多く、車輌などの手配の困難さと相まって、現状では公園外での活動が、必ずしも十分に

行われていない。 
このため、自然保護教育戦略の策定に当たっては、NGOとの役割分担を含めて公園内外

の活動の重点の置き方についても、検討を行うことが重要である。 
（4）コースト州に位置する海洋国立公園について 
コースト州に位置する海洋国立公園は、陸上の国立公園と保護の対象とする生物が全く

異なり、教育担当者の持つべき知識も当然のことながら異なってくる。一方、海洋国立公

園の職員はいずれも少なく、専任の教育担当者を確保することが難しい。このため、自然
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保護教育を実施するためには、レンジャーの活用が重要になり、今回のプロジェクトでも

レンジャーを研修の対象とすることとなった。また、職員の公園間の異動に関しても、あ

る程度の配慮をすることを教育戦略に盛り込むことは重要である。 
（5）協力隊員との連携について 

KWSには、環境教育の隊員が多数配属されており、今回のプロジェクトでカウンターパ
ートが研修を受け、隊員の活動の成果が高まることが期待される。今回のプロジェクトの

波及効果を高めるためにも、環境教育分野（特に自然保護に関するもの）の協力隊員を積

極的に派遣することが期待される。特に、今回協力の対象からはずれたケニア西部の都市

キスムにあるインパラサンクチュアリーには、協力隊員の派遣を積極的に検討したい。 
（6）博物館との協力について 
今回の調査団派遣時には、施設を訪れる生徒や地方住民を対象とすることは同じであり、

博物館も環境教育を行っていることから、博物館も協力の対象とすることを想定していた。

しかし、KWSの「教育」は野生生物保護に重点を置いているのに対し、博物館の「教育」
は環境（自然）保護に限らず自然科学全般や文化面にも重点を置いており、対象とする分

野の広がりが異なることから、協力の効果を高めるという観点から、博物館を協力の対象

から外した。 
 今回のプロジェクトの協力対象から外したものの、博物館の活動は重要であり今後も

継続して協力を行うことは重要である。その際「自然保護（環境）教育」に限らず、広い

意味での「（生涯）教育」として協力を検討していく必要がある。博物館には、現在 3名の
協力隊員を派遣しており、今後は協力隊員およびシニアボランティアを中心とした協力に、

研修員受け入れや必要に応じた機材（フォローアップ協力などによる）を交えることによ

り、より効果的な協力を検討していきたい。 
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第四章 環境教育に係る組織・制度 

 
4-1 環境教育一般に係るケニア国政策・法制度 
 ケニアの政府機関において、環境教育に多少なりとも関わるのは環境天然資源省、教育

省、観光野生生物省、及びジェンダー・スポーツ・文化・社会福祉省である。環境天然資

源省下にある国家環境管理局（National Environment Management Authority: NEMA）が、国レ
ベルの環境教育一般の中心を担っている。 
 

 環境天然資源省は、NEMA や森林局など、環境保全を進める政府機関を抱え、環境、鉱
業及び森林開発に関する政策を策定し、その適切な執行を監視している。1999 年に制定さ
れた環境管理調整法（Environmental Management and Coordination Act: EMCA）により、環境
保全のための機構的枠組みが構築され、その中心となる NEMAが関係諸機関の合併により
2002年に設立された。NEMAは、環境影響評価（Environment Impact Assessment: EIA）や環
境行動計画の策定などを通じて、環境保全を図りつつ貧困削減や国家開発計画、アジェン

ダ 21、Millennium Development Goals （MDGs）の達成に貢献することが求められている。
環境教育も NEMAの重要な活動の一つとして認識されており、その為の専門の部署がある。
その環境教育部では、現在国家レベルの「持続的発展のための環境教育戦略」の策定準備

が進められている。 
 

 教育省は、小学校から大学までの学校教育、幼児教育、成人教育、学校以外での教育、

教員養成、職業訓練、等について取り組んでいる。教育省での環境教育に関し、現在の学

校教育では、環境は必須科目となっておらず、地学や生物学の中の項目として部分的に取

り上げられているに過ぎない。かかる中、2004 年ノーベル平和賞受賞者で環境天然資源省
副大臣でもあるワンガリ・マータイ女史は、環境を学校教育の必須科目とするように求め

ているが、現在のところ、これに対応した動きは教育省側では見られていない。その一方

で、学校の敷地で苗木を育てたり、植樹を進めたりするところも少なくなく、現場レベル

で環境教育が行われていると言えるが、個々の学校の意欲に頼る部分が大きい。 
 

観光野生生物省は観光開発を推進する省庁であり、その主要な観光資源である野生生物

や国立公園を適切に維持管理する機関として、ケニア野生生物公社（KWS）を管理下にお
いている。KWSにおいては環境教育は重要な活動の一つであるが、観光野生生物省内に環
境教育を専門に取り扱う部署は無い。KWS内において環境教育活動とは、野生生物が生息
している地域の住民と動物との深刻化する軋轢を緩和するため、住民との対話の土台とな

るものであり、また小中学生や一般市民から野生生物保全活動に関する理解と支持を得る

ためのものである。詳しい活動については、第五章を参照されたい。 
KWSは独立採算制の公社であり、その設立時から大統領府、環境天然資源省（KWSが所
属していた当時は環境天然資源野生生物省）、観光野生生物省（KWSが所属する以前は観光
情報省）など、様々な省を転々としてきた歴史がある。したがって、KWSが所属する省庁
と KWS との関係は一時的なものであることが多く、KWS はそれ自身で独立した省庁と見
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なされている感がある。野生生物に関する政策や法制度は、事実上 KWS内で完結している
と言っても過言ではない。 
 
ジェンダー・スポーツ・文化・社会福祉省は、文化振興や社会福祉、成人教育の強化を

図っており、ケニア国立博物館は文化振興及び生涯学習の重要な拠点となっている。ケニ

ア国立博物館における環境教育とは、文化保護と自然保護は密接に関係するという立場か

ら、「文化保護と生物多様性の保護」を目標に掲げ、博物館の持つ文化や生態系に関する豊

富な資料を展示し知識を提供するものである。詳しい活動については、第六章を参照され

たい。 
 
4-2 ケニア野生生物公社における政策、組織体制 
 ケニア野生生物公社（KWS）は、ケニア国の野生生物保全の管理運営に関する全業務
を政府から委譲され、観光野生生物省（当時）の野生生物保護管理局を母体として 1990年
に発足した独立採算制の組織である。その業務内容は国レベルの野生生物保全計画を中心

に、ケニアの主要観光地である 27 の国立公園全て及び 34 の国立保護区の一部の管理・運
営や野生生物の現状調査等、多岐に亘っており、周辺地域における住民との共存を目指し

た啓発活動や環境教育にも重点がおかれている。アフリカにおける野生生物保全のリーダ

ー的組織であり、ワシントン条約会議を始め、野生生物、生態系保全関連の会議等に政府

代表組織として出席している。 
国立公園及び野生生物の保全管理は、ケニアの持続的発展にとって重要な意義を持って

いる。観光業はお茶に次ぐケニア第二の外貨獲得源（5.5億 USドル、2004年）である。ま
た国立公園に指定されている地域は、国土のわずか 1.7%しかない森林や水、野生生物、魚
などの天然資源が育まれる場所であり、その適切な維持管理は住民生活や他の産業による

資源の持続的利用を促進し、住民生活の向上や主要産業発展の基盤となる。 
 
KWSのミッションステイトメントは「ケニアの人々のため、世界の遺産としてケニアの
計り知れないほど貴重な生物多様性を持続的に守り、管理するために関係諸機関と共に行

動する（“To work with others to sustainably conserve, protect and manage Kenya’s invaluable 
biodiversity for the benefit of the people of Kenya as world heritage”）」である。 

 
KWSは現在機構改革の最中であり、その組織体制は確定していないが、教育に関連する
部分について大まかには以下の通りとなる。 
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図 4-1 KWS組織図（機構改革中のため、部署間の関係ははっきりしない） 
 
4-3 ケニア国立博物館における政策、組織体制 
 英国流ケニア国立博物館の特色と使命 
ケニア国立博物館（NMK）の本部であるナイロビ博物館は、アフリカ屈指の博物館の一つ
である。NMK の仕事は、文化・歴史・民族学・自然史・科学・美術など多岐に及び、100
年以上も前のイギリス植民地時代から、様々な分野の資料が収集・保存されている。ナイ

ロビ博物館は、「進化」の研究分野においては世界的に有名であり、ケニアは「人類の発祥

地」として名高い。古人類化石や古生物化石などの発掘調査と研究が行われており、京都

大学の研究者チームは、25 年ほど前から NMK と共同研究を継続している。石田教授によ
る 950万年前の古類人猿化石「サンブルピテクス」と 1,600万年前の古猿人化石「ナチョラ
ピテクス」の発掘は、重要化石の発見と世界中から注目された。 
ナイロビ博物館の特色は、一般来館者の訪れる博物館展示室以外に、大学以上の研究部門

を併設していることである。例えば、古生物学・考古学・民族学・植物学・花粉学・植物

化学・爬虫類学・哺乳類学・骨学・鳥類学・無脊椎動物学・魚類学・分子遺伝学・生物多

様性・ケニア伝統知識などがある。そのため、NMKの使命として、これらの研究成果を博
物館展示と教育を通じて、ケニアの国民と世界の人々に還元しなければならない。特に、

進化の謎を解明する「人類化石」は、ケニアの国家遺産であると同時に、全世界の文化遺

産といえる。 
 

EU援助プログラムと JICAとの関連性 
ナイロビ博物館において、EU による「NMK 援助プログラム」（2001 年から 2006 年の 5
ヵ年計画）が本格的に開始されている。援助目的は NMK の再編成であり、援助総額は 
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8,000,000ユーロとなっている。その内容は ① ナイロビ博物館（新ギャラリー）の建設 ② 
展示場の拡大と展示方法の改善 ③ 組織の変更 ④ 職員数の見直しと適材適所への配置

転換である。対象はナイロビ博物館のみであり、地方博物館は含まれない。 

EUプログラムの背景には、1990年代の JICA支援の中止が関与している。JICAによる「ナ
イロビ博物館の建設と機能拡充計画」が予定されていたが、設計図の完成後、事前評価調

査の段階で JICAに援助方針の変更があった。そのため、NMKは JICAを断念して、EUに
同様の要請書を提出した。EUが NMKからの依頼を受諾したのは、欧州の国々は、アフリ
カ諸国の文化施設や教育施設に対する援助を重要視しているからである。 
ベルギーの VVOB も、1996 年から教育部の体験学習セクションを中心に援助を継続して
おり、最近では特に中国、キューバまでが積極的に接近していた。博物館には不特定多数

のケニア国民と大勢の外国人観光客が訪れるため、NMKは有望な支援対象または効果的な
援助の場と捉えられている。 
 

新しい組織体制 

EU プロジェクト開始に伴い、NMK はヨーロッパ式の新体制を施行している。「教育部」
に関する変更と新しい組織図は以下のとおりである。 
新    館長 → 博物館と遺跡 → ナイロビ博物館 → 公共プログラム → 教育部 
旧    館長 → 公共プログラム → 教育部 
 

 

図 4-2 NMK 新組織図 
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第五章  野生生物公社における環境教育活動状況 

 
5-1  環境教育の位置付け 
5-1-1  野生生物と周辺コミュニティーの軋轢 
ケニア国はその豊富な野生生物を背景に、自然環境保全に対する欧米の援助機関や NGO
を中心に、世界各国からの援助を受けながら保全活動を進めており、ワシントン条約締約

国会議における象牙取引に対する厳しい態度にもみられるように、アフリカ東部及び南部

の周辺国の中でも最も自然環境保全に力を入れている国である。 
しかし、野生生物と住民の軋轢は大きく、野生生物の狩猟のみならず、森林からの薪木

の採取や公園区域内の水域での漁業など、住民による自然資源の採取や開発による自然破

壊と政府による保全との軋轢がみられる。一方で、国立公園周辺域における地域コミュニ

ティーへの野生生物による農業被害やライオンやアフリカゾウなど危険な動物により人が

脅かされるといった問題も大きい。こうした野生生物と住民の軋轢の問題は、一般的に見

ても、日本のクマ被害やイノシシ被害、シカ被害などにも見られるように、保全側と住民

との対立が生じることもあり、解決が困難な問題である。こうした問題を防ぐために、公

園の周囲をフェンスで張り巡らせるなどの対策がなされている場所もあるが、それでも野

生生物による被害は報告されており、最近も人里に現れたアフリカゾウを、KWSの職員が
銃殺するという記事が地元の新聞に掲載されている。 
また、ケニア国東部にあるナクル湖国立公園は、盆地の底部であるという立地と、公園

のすぐ近くに都市及び集落が存在することが災いし、生活廃水の流入による公園内の河川

及びナクル湖の水質汚染が野生生物に影響を与えており、更に周辺山地での森林伐採など

による土砂の流入が危惧されている。この問題に対しては、一刻も早い都市部での下水施

設の整備と住民に対する環境教育の必要性が認識されている。 
 

5-1-2  公園から周辺地域住民に対する働きかけ 
KWSは国立公園および国内の野生生物を管理し、国内の野生生物保全では中心的役割を
担っているが、野生生物と周辺コミュニティーの軋轢緩和のために、KWSはフェンスの設
置など、野生生物による住民への被害を軽減する対策を講じるとともに、野生生物と住民

との共存を目指した啓発活動や環境教育にも力を入れ、住民との対話も行っている。 
例えば、ナクル湖国立公園においては、周辺山地の森林伐採による土砂の流入による被

害が予想されるため、周辺村落を訪れ環境教育プログラムなどを行うアウトリーチ・プロ

グラムを重視している。また、マリンディ国立公園では違法漁業の取締りに力を入れる一

方で、漁村でのアウトリーチ・プログラムや、保護区内での合法的な漁法に関する指導な

どに重点を置いている。 
 

5-1-3  周辺地域との関連におけるプロジェクト実施上の留意事項 
本プロジェクトは主に、KWSの野生生物保全教育を強化することを目的としているが、
住民と野生生物との軋轢という問題は、住民の生活と安全に深く関わってくる問題であり、

この点を配慮しなければ環境教育による効果をあげることはできない。しかし、自然資源
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の損失は住民自身の持続的発展性に関与してくる問題であり、また自然を残すことはケニ

アの重要な収入源である観光資源を残すことにつながる。この点を住民に十分に理解して

もらい、公園側と周辺コミュニティーの十分な対話が行われる機会を持ち、住民に対し公

園側ができることを互いに考える必要がある。よって、プロジェクトにおいてもこの点を

十分に配慮して実施される必要がある。 
また、保全と開発との対立は KWS と他省庁や機関との間にも生じることが考えられる。
特に、KWSは保護区以外の地域における野生生物保護もその業務としており、環境教育プ
ログラムの内容については十分に配慮されたものでなければならない。 
対象地域の選定にあたっても、ナクル湖国立公園のように、その保全のために緊急に対

策が必要な地域と、そうでない地域があるので、その点を考慮の上、最も効果的な方法を

考える必要がある。 
 
5-2  KWSによる教育部門体制、活動 

KWSには、教育部門が設置されており、全国における教育活動を統括している。教育部
門への援助は、二国間援助では日本のみが行っており、1992 年より環境教育分野の青年海
外協力隊員が地方の教育センターに継続的に派遣されると共に、本部の教育部門へは、1996
年より個別専門家が継続的に派遣され、その強化に対する支援を行っている。また、地方

の教育センターへの主に視聴覚機材の供与も文化無償資金援助で行われているが、本部に

対しては個別専門家の活動の中で AV 編集用機材や DTP 機材が供与され、本部に派遣され
ている視聴覚分野のシニアボランティアが中心となり、全国での教育活動に使用されるビ

デオ教材やテキスト、パンフレット等の製作を行っている。 
地方の国立公園に付属する教育センター・教育施設では観光客のみならず、住民に対す

る環境教育活動を行っており、本部の教育部門にて全国の教育活動を統括している。その

内容としては、各地教育施設を利用しての講義や視聴覚プログラム、KWS教育オフィサー
やレンジャーなどがガイドとなり国立公園内をバスや徒歩などで見て回るツアー、また教

育オフィサーなどが学校や地域コミュニティーに機材や教材を持って出向き、環境教育プ

ログラムを行うアウトリーチ・プログラムなどが行われている。KWSはこうした活動を通
じ、ケニア国民や地域住民による野生生物保全への関心を高める努力を行っており、住民

との対話を行う機会ともなっている。 
国立公園等の KWS関連施設に入るには通常、規定の入場料を支払う必要があるが、地元

の学生は割引料金で入場できることとなっている。これにより、学校教育の一環として、

課外授業で公園を訪れることができる。 
また、こうした教育施設には日本の文化無償支援による機材や、環境教育分野の青年海

外協力隊員も派遣されている。 
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 表 5-1 ケニア野生生物公社（KWS）の主な教育施設の概要 
センター名 場所 / 施設・設備 / 教育担当 

ナイロビ教育センター ナイロビ国立公園入場口付近 / 大型バス（定員 62名）、ミニバ
ス、視聴覚機材（日本の文化無償含む）、図書室、講義室（定員

100名）、DTP部門（教材作成用）、動物孤児院 / 教育ワーデン
ナイロビサファリウォーク ナイロビ国立公園入場口付近 / 遊歩道（木製デッキ）、動物園（擬

似自然環境を再現）、講義室、インフォメーションセンター他 / 
ナチュラリスト 

ナクル教育センター ナクル国立公園入場口付近 / 大型バス（定員 62名・学生・住民
用）、視聴覚機材（日本の文化無償含む）、講義室、宿泊施設（自

炊・定員 36名×2棟）/ 教育ワーデン 
ツァボ東教育センター ツァボ東国立公園 / 大型バス（定員 62名）、ミニバス、視聴覚

機材（日本の文化無償含む）、自然遊歩道、宿泊施設（自炊・定

員 50名）、図書室、講義室 / 教育ワーデン 
ツァボ西情報センター ツァボ西国立公園 / 大型バス（定員 62名）、視聴覚機材、キャ

ンプ場（寝袋・テント）視聴覚機器等 / ワーデン 
キスム・インパラサンクチュア

リー 

キスム市から 3キロ離れた郊外（更に約 3ｋｍ離れた場所に情報
センター設置計画あり） / インパラ保護区（湿地・草地・森林
0.4ｋ㎡）、自然遊歩道、動物園（小規模）、VCR、TV、/ ワーデ
ン 

ムレラ教育センター メルー国立公園 / 四駆車、視聴覚機材（日本の文化無償含む）、
講義室、自然遊歩道、宿泊施設（定員 32名）/ 教育ワーデン 

マリンディ情報センター マリンディ海洋国立公園 / VCR、TV、OHP、展示フロア、宿泊
施設（集会場付）、グラスボトムボート（定員 20 名）他 / 青年
海外協力隊員（環境教育） 

ワタム情報センター ワタム海洋国立公園 / VCR、TV、パネル展示施設（小規模）、（周
辺海岸域に NGOによるウミガメの保護区域と NGOのインフォ
メーションセンターあり） / 青年海外協力隊員（環境教育） 

モンバサ海洋国立公園 モンバサ海洋国立公園 / TV、OHP、車輌、ボート等 / ワーデン
キシテ情報センター キシテ海洋国立公園 / 展示パネル施設 / ワーデン 
アバデア国立公園 アバデア国立公園 / VCR、TV / 教育ワーデン 
ヘルズゲート情報センター ヘルズゲート国立公園 / 展示パネル施設 / ワーデン 
サイワ・スワンプ情報センター サイワ・スワンプ国立公園 / VCR、TV / 展示パネル施設 / ワー

デン 
カカメガ教育センター カカメガ国立公園 / 宿泊施設、キャンプ場、講義室 / ワーデン

 

5-3  ナイロビ国立公園における教育部門体制、活動 
 ナイロビ国立公園は首都ナイロビの郊外に位置することもあり、観光客や学校の生徒な

どの訪問者が多い。教育施設は公園ゲート付近に集中しており、また KWSの本部もその中
にある。教育施設としてはナイロビ教育センター、野生動物孤児院、ナイロビサファリウ

ォークなどがある。国立公園内を周回して野生動物を見て回るには車輌が必要であり、課

外活動などで学校生徒はバスを借りる必要があるが、野生動物孤児院やナイロビサファリ

ウォークでは、檻の中の動物を歩いて見て回れるようになっており、気軽に動物を見るこ

とができる工夫がなされている。 
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ア）ナイロビ教育センターと動物孤児院 
 ナイロビ国立公園には、教育センターが設置されている。併設されている動物孤児院

は、親をなくすなど、何らかの問題を持った様々な動物を捕獲し、全国から集め、檻の

中で保護しながら一般公開を行う施設で、年間で 20万人以上の訪問客がある人気の施設
となっている。 
ナイロビ教育センターの目的： 
① 人々に対し、野生生物・環境保全に関する教育を行う。 
② 人々に対し、野生生物や生態系と、その価値についての理解を深めさせる。 
③ 国立公園への内外からの訪問者に対する野生生物保全及びその管理に関する情報
を提供する。 

ターゲット： 
① 教育機関（小学校、中学校、高校） 
② 一般団体（成人） 
③ 公園周辺のコミュニティー住民 
④ ナイロビ国立公園及び、動物孤児院への訪問者 
⑤ 教会団体 
⑥ 自然保護関係団体 
⑦ ケニア野生生物公社（KWS）スタッフ 

活動内容： 
① 室内での野生生物関連講義とビデオプログラム 
② 外国からの学生に対する、野生生物保全管理に関する講義 
③ 週末無料ビデオプログラム 
④ 公園・動物孤児院インタープリテーションガイドツアー 
⑤ 学校及び他の研修施設へのアウトリーチ・プログラム（環境・野生生物問題） 
⑥ 政府及び NGOによる自然保護活動への参加 
⑦ 自然環境保全教育関連の出版物の配布 
⑧ 公園内訪問の為のケニア野生生物公社（KWS）所有のバスの貸出し 
⑨ 週末及び祝日のシャトルバスサービス 

施設・設備内容に関しては（表 5-1）を参照のこと。 
イ）ナイロビサファリウォーク 
ナイロビサファリウォークはナイロビ国立公園の入場ゲート付近に位置し、かつてよ

り一般公開され、人気のあった動物孤児院の一部を発展させる形で、設置された施設で

ある。広い敷地内は湿地・サバンナ・森林の、ケニアで典型的な 3 種類の自然環境を再
現した庭園となっており、それぞれの自然環境にあった動物の柵が配置されている。訪

問客は木製デッキと整備された遊歩道で見て回ることができ、サインポストや案内板、

ベンチ、ゴミ箱などがセンス良く配置されている。また、研修施設なども完備されてい

る。 
同施設は、ナイロビ国立公園周辺の観光の目玉となっているだけではなく、地元学校

生徒等への環境教育施設としての役割も果たしている。 
ナイロビサファリウォークの目的： 
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① ケニアの様々な自然環境の中での一般的な野生生物種の展示。 
② ケニア国民（特に若者）による自然環境保全に対する積極的取り組みを推進する。 
③ 自然レクリエーション施設としての役割を提供する。 
④ 自然環境保全への人々の参加を促進する。 
⑤ 自然とその相互関係についての理解を深める。 
⑥ 同じ興味を持つ仲間（個人・団体）同士を連携させる。 
⑦ 創造性に富んだ保全教育プログラムを実施する。 
⑧ 野生生物の社会文化的価値の理解を促進させる。 

 

5-4 地方国立公園における教育部門体制、活動 
5-4-1  キスム・インパラサンクチュアリー 
キスム市から約 3キロ離れた郊外にあり、ビクトリア湖に面した約 0.4ｋ㎡の湿地・草地・
森林がその敷地となっている。周囲にはフェンスが張り巡らされ、その中でインパラが保

護されている。保護区の中には約 3ｋｍの遊歩道が設置されており、数箇所のピクニック広
場とベンチ代わりの丸太が置いてある。広場のうちの一つは野外教会として使われており、

日曜のミサには、地元住民は入場料を支払わずに入り、利用することが可能である。 
また、檻の中に入った動物も展示されており、これらは動物孤児院としての役割も兼ね

ている。入場者は遊歩道を散策しながらこれらの動物を見ることができる。 
建物施設は入場ゲートに設置されている管理事務所のみであるが、ビデオ機器が置いて

あり、屋外でのビデオプログラムが行われている。新たに教育センターを設置する計画が

あるが、予定建設場所は保護区から 3ｋｍ離れた場所であり、両方を徒歩で訪れるには遠い。 
他の KWS施設と同様、地元の学生は割引料金で入場することができる。学校の課外授業
として集団で訪れるケースが多く、その際、ワーデンもガイドとして対応する。 
同サンクチュアリーは、環境教育施設として大きな意義のあるものであるが、サインポ

ストや案内板の設置など、遊歩道の設計や、施設面では改善を加えることにより更に意義

の深いものになる可能性を持っているといえる。 
 
5-4-2  コースト地域国立公園 
 コースト地域は、ケニア南東部におけるインド洋沖の海浜地域一帯に位置し、マリンデ

ィ海洋国立公園、ワタム海洋国立公園、モンバサ海洋国立公園、キウンガ海洋国立公園、

キシテ国立海洋公園などの保護区がある。海洋国立公園での漁業は制限されており、地元

漁民との軋轢もあるため、漁村における環境教育の必要性があるとされている。 
 また、コースト地域は海岸リゾートが盛んな地域であり、重要な観光資源ともなってい

る。しかし、海岸侵食や観光客によるごみ問題などは将来の観光業にとって深刻な影響を

与えるものと思われ、海洋国立公園においては侵食やごみに対する対策と観光客に対する

環境教育も必要ではないかと思われる。 
 マリンディ海洋国立公園には教育ワーデンがおらず、環境教育分野で派遣されている青

年海外協力隊員と公園職員が協力して教育部門の活動を行っている。周辺漁村でのアウト

リーチ・プログラムに加え、課外授業で訪問する団体の学生に対し、ボートを利用した海

洋での環境教育プログラムがある。ところが、海洋国立公園の所有するボートは 30年以上
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前に作られたパトロール用のボートであり、老朽化が激しく、収容人数も 10人以下である
為、教育目的には使用できない。民間所有のボートのレンタルは非常に高くつくが、それ

を利用して海洋に行った学生に対して、情報センターで講義を行うのが現在できる最大限

の活動である。そのため、実際に学生が教育目的で海洋に行く機会は多くない。その一方

で、海洋環境を実際に見せて環境教育を行うニーズは年々高まっている。環境教育を効率

的に実施するには、ある程度まとまった人数を乗せて海洋を観察させることのできるグラ

スボトムボート（ボートの底の一部が透明な強化プラスチックでできており、ボートに乗

りながら安全に海の中の様子を観察することができるボートのこと）を購入する必要があ

ると考えられる。安全面を考慮して、グラスボトムボートの収容人数は 20名程度にするこ
とが、ボートの運営上適切である。40 名のクラスが訪れた際には、2 回に分けて学生たち
を海洋に連れて行くことになる。 
 教育施設自体は、情報センターが設置されており、海洋の自然に関する展示が充実して

いると共に、宿泊施設や集会場などもあり、充実している。 
 マリンディ国立公園に比較的近いワタム海洋国立公園は規模が小さく、環境教育分野の

青年海外協力隊員が派遣されているものの、教育施設は、休憩施設として設置された四阿

（あずまや）を改良した展示施設があるのみである。しかし、海岸には観光客が訪れてい

るので、小規模でも質の高い情報センターを設置することは意義があると考えられる。ま

た、教育用ボートも無く、課外授業で生徒が訪れても、見所が海岸だけであり、せっかく

訪れても特に環境教育のアクティビティをせずに帰っていくというケースがほとんどであ

る。 
 尚、ワタム海洋国立公園の近くの海岸では、複数の NGOによるウミガメ保全の取り組み
が行われており、NGOによる情報センターがある。 
 
5-4-3  その他 国立公園、保護区 
 その他の国立公園や保護区の教育施設については表 5-1に示してある。機材や設備が揃っ
ているところもあれば、十分な機材があるといえない場所もあり、教育担当者が配置され

ていない場所もある。機材や設備が揃っていなければ効率的に環境教育プログラムを実施

できないということはいえるが、住民との軋轢などの問題があり、緊急に環境教育の必要

性がある場所とそうでない場所のプライオリティを把握しつつ国内全体の環境教育戦略を

立て、機材が揃っていない場所でも効率的、あるいは時間がかかっても効果が見込まれる

ような工夫をして、各公園において環境教育が実施されていくことが望ましいといえる。

その為には、KWSの教育部門の体制を整えるとともに、教育担当者とレンジャーの環境教
育計画策定および実施能力を高めていくことが必要である。 
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第六章 ケニア国立博物館における環境教育活動状況 

 
6-1   環境教育の位置付け：文化保護と生物多様性の保護 

NMKでは、地球規模で共通課題となっている環境問題を重要視し、環境教育にも積極的
に取り組んでいる。ナイロビ博物館の教育部は、環境教育担当者が学校向け環境教育を担

当しており、地方博物館においては、教育担当者によって各地域に密着した環境教育プロ

グラムが実施されている。NMKの環境教育における役割として、文化保護と自然保護は密
接に関係するという立場から、「文化保護と生物多様性の保護」を環境教育目標に掲げてい

る。西欧文明の流入による民族文化の変遷は、現在の生活環境や動植物の生態系に関連し

ているため、ケニア古来の伝統知識を再認識させ、人類の歩みを知らしめるケニアの博物

館らしい環境教育を目指している側面がある。 
NMK の環境研究部門として、「生物多様性センター」は、生物多様性の保護を目的とす

る総合研究機関である。これまで NMK内で独自に研究されていた各分野の研究成果を総括
し、遺伝学および種とエコ・システムに役立たせる国際的な役割を担っている。また、「ケ

ニア伝統知識リソース・センター」の目的は、地方の村落を対象にして、ケニア伝来の民

族の知恵や伝統的な薬草などの情報収集をすることである。将来の子孫のため、ケニア全

域の伝統知識を調査・研究し、記録に残す仕事をしている。 
 

6-1-1 博物館から周辺地域住民に対する働きかけ 
アウトリーチ –「移動博物館」の実績と可能性 

NMKによるアウトリーチは、博物館の周辺地域よりも、地理的あるいは経済的な理由で
博物館を訪れる機会のない地方の小・中学校を対象にしている。ナイロビ博物館の教育部

では、元 NMK 専門家と共にアウトリーチ・プログラムを開発しており、「移動博物館」の
実績がある。JICA から車輌を借り受け、学校向けには人類の進化を学習する「初期人類」、
「ケニアの自然と動植物」、教員養成大学生向けには「子供と博物館」を実施していた。将

来における「移動博物館」は、午前の部は学校向けプログラム、午後と夜の部として、子

供達と父兄や地域住民までも対象にした終日プログラムを目標にしている。 
2001年、前教育部長・視聴覚部長・元 NNK専門家の 3名は、JICAの技術交換事業とし

て、ボツワナ国立博物館で成功している移動博物館「シマウマ号」の研修に参加した。こ

の研修後、教育部は、ケニアとボツワナの共通点と相違点、NMKにおける実践方法などに
関する報告書を作成しており、視聴覚部もまた、その記録として「Museum on Wheels」のビ
デオ番組を制作している。アウトリーチ用の改造車輌と視聴覚機材などが提供され、NMK
から専任職員の確保と維持経費等の問題が解決されれば、「移動博物館」を再び実施出来る

可能性は高い。学校による NMK訪問の大半は、進化学習の「人類化石」見学を目的にして
計画されるが、ケニアには、このような化石の存在も博物館という施設があることさえ知

らない田舎の子供達や村人達が大勢いる。NMKはアウトリーチなどの積極的な教育活動を
通し、ケニアの国家遺産の紹介とケニア人の誇りを啓蒙する使命も担っていると考える。 
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6-1-2 観光客（ケニア人及び外国人）に対する教育活動 
ケニア博物館協会（Kenya Museum Society - KMS）による無料博物館ガイド 
ナイロビ博物館において、KMS ボランティアによる無料の博物館ガイドが実施されてい
る。これはケニア人と外国人に対する一般来館者向け教育活動であり、見学者からの評判

は高い。ガイド役として、ナイロビに住む欧米人ボランティアが多数活躍しており、大学

の実習を兼ねたケニア人の大学生もいる。ギャラリー解説は英語とスワヒリ語を中心に、

また、来館者の希望に従い、多国籍を誇る白人ボランティア女性達によって様々な言語で

説明される。 
1970年、KMSは、NMKの博物館活動を推進する目的で設立された。その設立趣旨は ① 

NMKへの資金援助 ② 博物館ガイドの養成などである。NMKとの連携事業を大規模に展
開しており、文化関連行事の計画や NMKへの資金援助、博物館内では書籍販売を担当して
いる。KMS は主に会員からの会員費で運営され、会員の特典としては、全国 NMK と遺跡
への無料入館、博物館図書館の利用、季刊誌と月刊ニュース・レターの配布などがある。 
他方、NMKとの共催行事として、1971年から毎年 10月末、「ケニアを知る」という有名

なセミナーを開催している。ケニアで現在活躍中の講師を招待し、「人類化石の発見」「伝

統的な薬草」「ケニアの人々と文化」「鳥と野生生物」「湖と山」「農業の発展」「考古学」な

ど、年ごとに異なる講義が提供される。全コースでも興味のある講座のみでも、参加費を

払えば誰でも出席が可能であり、質の高い成人プログラムと位置付けられる。この 2 週間
セミナーを修了し、参加者が更に特別講習を受講すると、晴れて博物館ガイドが誕生する。

また、例年 3月には、「アート・フェスティバル」が催され、ナイロビ博物館の駐車場付近
には、ケニア人芸術家が制作した絵画、彫刻、染物などが野外展示される。ケニア国民に

は芸術に親しんでもらい、芸術家には作品を販売するという後方支援を兼ねている。 
 

ネイチャー・ケニア（Nature Kenya）によるバードウォッチング 
1909年に設立されたアフリカ最古の自然史協会であり、NMK開設の母体になった歴史と
伝統を持っている。ネイチャー・ケニアは、鳥類の保護と自然環境の保護を目的として、

植民地時代からおよそ 100 年間も教育活動を継続している。この協会の運営方法であるボ
ランティアや会員制などは、前述の KMS の手本になった。ネイチャー・ケニアの会員は、
科学者、植物学者、学生、旅行ツアー・ガイド、銀行家、農場主など、ケニア国内はもち

ろんのこと、世界中からの幅広い支援者で構成されている。 
毎週水曜日の早朝バードウォッチングは、NMKの鳥類研究者と一緒に鳥の観察が出来る

ことで知られている。ケニア人の学生やナイロビ在住の外国人が参加する人気プログラム

であり、毎回 5～10 名ほどの鳥愛好家たちが集合する。東アフリカに生息する鳥類はおよ
そ 1,300種といわれているが、ナイロビ博物館の鳥類展示室には約 900種が展示されており、
イギリスの自然史博物館以上の貴重な鳥類標本を見学出来る。 
 

6-2 ナイロビ博物館（本部）における教育部門体制、活動 
生涯学習機関としての NMK教育活動 
ケニアの初等教育において、本物の資料を見学できる博物館での学習が重要視されてい

る。また、ケニア国民には成人教育の場であり、外国人観光客にとっても観光スポットに
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なっている。ケニアは「人類発祥の地」として有名であり、NMKには東アフリカから発見
された人類化石や古生物化石類が数多く展示されている。一方で、ケニアは 1963年にイギ
リスから独立したが、42 民族が混在する多民族国家あるいは多文化国家を形成している。
ケニアを統一国家として発展させるため、NMKは国民に対して異なる伝統文化や民族を理
解させる社会教育施設という役割も担っている。民族学展示室の展示方法は、民族の違い

を強調するのではなく、お互いの文化を尊重する目的で、テーマ（楽器、儀式、生活用品

など）別という配慮をしている。NMKの民族学の展示資料は、博物館見学を通した市民教
育を意味する。 
ケニア全土の NMK総来館者数の統計は、年間およそ 40万人である。本部のナイロビ博

物館への見学者数は約 25 万人であり、学校グループによる訪問の比率は半数以上の 15 万
人。学校の児童・生徒の入館料は 10シル(約 15円）、大人は 50シル(約 75円）と低料金に
抑えられている。しかし、学校による博物館見学は、車輌の借り上げ代や昼食代の問題を

抱えており、また、家族の場合は多人数となり、入館料や交通費などの課題が報告されて

いる。 
ナイロビ博物館の教育部には現在 7 名の教育担当者がおり、文化、歴史、科学、環境教

育、体験学習（VVOB）などを分担する。環境教育を目的として、博物館敷地内には植物園
があり、教育部はナイロビ郊外にオロルアの森を所有している。主な学校向け環境教育プ

ログラムは、① 熱帯森林の保護 ② 希少植物 ③ 自然 ④ 地球環境 ⑤ 気候変動 ⑥ 都市

問題  ⑦ ゴミとリサイクル ⑧ 太陽熱の利用などである。また、一般教育プログラムとし

て、① 進化 ② 伝統文化（キクユなど）③ ストリート・チルドレン ④ エイズなども実

施している。 

最新の動向として、エイズ問題を身近な話題として提供するため、体験学習を目的にし

た「エイズ・ギャラリー」を計画中である。また、学校の教員や NMK職員向けワークショ
ップの開催、教材用のハンドブックやワークシートの作成、教育用ビデオ台本の作成など

も教育部の仕事であり、学校からの要請と社会の要求に応じた幅広い教育活動を展開して

いる。 
 
6-3 地方博物館における教育部門体制、活動：地方色豊かな地方博物館と教育活動 
地方博物館の規模には格差があり、小規模博物館においては館長などが博物館教育を兼

任している。NMKでは、教育担当者の新規採用と配置転換があった場合、ナイロビ博物館
の教育部で 2 週間の研修が実施される。その研修内容は、ナイロビ博物館内にある研究室
の視察、教育部の教育プログラムの紹介と実施方法などである。地方博物館には、その地

方を代表する民族や文化資料が展示されており、それぞれに即した文化および環境教育プ

ログラムが企画される。また、JICA 等からの機材を所有する博物館では、視聴覚教育も実
施している。 

NMKの地方博物館・遺跡名と教育担当者数は以下のとおりである。 
ナイロビ－ 本部（7）、カレン・ブリクセン（1） 
中央部 － メルー（1）、ハイラックス・ヒル（1）、カリアンドュスィ（1）、 
      カバルネット（1）、ケニヤッタ・ハウス（1） 
西部  － キスム（1）、キターレ（1）、カペングリア（1）、スィムリッチ・オヒンガ（１） 
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西南部 － ナロック（1）、オルガサイレ（1） 
コースト－ フォート・ジーザス（2）、ゲディ（1）、ラム（2）、マリンディ（1）、 
      ジュンバ（1） 
 
6-3-1 キスム博物館：水族館・ヘビ園・民族家屋を併設した西ケニアの拠点 
キスムは西部ケニアに位置しており、ビクトリア湖に面している。キスム博物館には、

西ケニアの主要民族であるルオーとルヤ、並びに他地域のメルー、エンブ、カレンジン、

スワヒリに関する民族学的資料が展示され、異なるケニアの民族文化を紹介している。同

博物館を訪問するのは、主に学校の児童・生徒であるが、キスム周辺地域の西ニャンザ・

西部ケニア・ナクル・リフトバレーと広範囲に及ぶ。国際交流も活発に行われ、アトラン

タ動物園とは魚類や爬虫類に関する技術協力、スウェーデンの博物館とは姉妹博物館提携

をしている。 
また、博物館敷地内には教育ホールがあり、水族館、ヘビ園、ルオーの民族家屋も併設

されている。特に水族館では、ビクトリア湖に生息する魚類を理解させるために淡水魚が

飼育展示され、ルオー民族家屋は、文化と歴史を学習する目的で復元された。環境教育プ

ログラムとして、「エコ・システム」や「昆虫」、体験学習として「魚の解剖」などがある。

キスムにおける環境問題は、ビクトリア湖の水質汚染による魚類の死亡、漁民による漁獲

高の過剰などであり、湖をどのように保護していくかが博物館とキスム市全体の最大課題

になっている。 
 

6-3-2 ラム・フォート博物館 
ケニア初の世界文化遺産と東アフリカ唯一の環境教育展示室 

2001年、ラム島の「ラム旧市街」は、NMKの申請によりケニアで最初の世界文化遺産に
登録された。ラム島には 13 世紀頃からの伝統的なスワヒリ建築と文化が温存されており、
小さな町全体が生きた博物館といえる。このラム島において、NMKは文化財の保護と歴史
的な建築物の修復、学校や地域住民の教育活動の場として重要な役割を果たしている。し

かし、現在のラムが抱える問題は、排水溝の整備、下水設備、ゴミの収集場所と焼却場、

海洋汚染など多岐に及び、住民向け環境教育が緊急課題になっている。 
ラム・フォート博物館内には、1992 年、スウェーデンの SIDA の援助により東アフリカ
唯一の画期的な環境教育展示室が開館された。各展示室のテーマは、「地球の生命」「海洋

汚染」「地質」「燃料」「森と水」「都市化と人口増加」「消失する伝統と文化」に分類されて

いる。展示品の多くは、ベニヤ板にペンキで絵を描いた平面状である。しかし、子供たち

の好むカラフルな色彩が使用され、おとぎの国に行ったような錯覚を覚える。見るだけで

はなく、触る、音を聞くなど、体験学習を通して楽しみながら勉強出来るように企画され

ており、特に学校の児童・生徒への環境教育には効果的である。 
 
6-3-3 フォート・ジーザス博物館：スワヒリ文化の保護と海洋保護 
フォート・ジーザス博物館のあるモンバサは、ケニア第二の漁港都市またはリゾート地

として有名である。博物館はポルトガルがトルコの侵入を防止した要塞跡にあり、大砲な

どが野外展示され、奴隷収容所も残されている。主な展示品は、外国との交易による陶磁
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器類や工芸品などであり、コースト地方の民族資料も陳列されている。野外にはスワヒリ

文化の保護を目的として、若者向け「スワヒリ・カルチャー・センター」がある。アラブ

様式の扉や舟等の大工養成、手工芸の技術保存などを含むスワヒリ文化の継承に力を注い

でいる。 
来館者の対象は、学校の児童・生徒であるが、欧米などからの外人観光客にも人気が高

い。2名の教育担当者によって幅広い教育プログラムが実施されているが、海に関連するプ
ログラムが目立つ。環境教育プログラムとして、「ジュゴン」「海亀」「さんご礁」「漁業」

「海洋環境の日」「海岸のゴミ清掃」「環境に関するエッセイと絵画の応募」などがある。

また、NGOの KESCOM（ケニア海亀保護委員会）と連携し、海亀の保護活動にも参加して
いる。アウトリーチ活動においては、モンバサの NMK・KWS・WCK（ケニア野生生物ク
ラブ：Wildlife Clubs of Kenya）が所有する機材を提供し合う協力体制を組んでいたが、オラ
ンダからの援助が停止となり、現在は実施されていない。 

 
6-3-4  ゲディ博物館：「古代のアラブ都市」としてのゲディ遺跡 
ゲディは 13 世紀から 17 世紀に栄えたスワヒリ国家として有名であり、考古学的に価値

の高い遺跡である。現在は廃墟になっているが、宮殿や墓碑、モスク跡などの遺跡群が現

存しており、石造りの家々は定住者の富と安定した生活を示唆している。このゲディ遺跡

は教科書に取り上げられているため、ケニアの小・中学校による訪問が最も多い。外国人

観光客も多数訪れているが、隣接するキペペオ・プロジェクトの「蝶園」には見学者が少

ないという問題があり、ゲディ博物館との共通入場券が協議されている。 
ゲディ博物館は、アラブのモスク風の白い建物で、中庭も所有している。教育ホール設

備の条件が整っていたため、2002 年、日本の「草の根文化無償」でマルチ・メディア機材
が寄贈された。教育担当者は、コンピューターやデジタル・カメラ等の機材を活用して、「ゲ

ディの薬草」「漁業」「鳥の適応力」「子供と労働」などの教育プログラムを制作している。

また、野外にある遺跡では、ネーチャー・トレイルが実施される。今後の方針として、ゲ

ディの女性を対象にした地域問題プログラムの開発、ヘビ園併設の可能性も検討中である。 
 
6-3-5  キペペオ・プロジェクト：森林保全と村民の生活向上を同時達成した「蝶プロジェ
クト」 
「キペペオ」とは、スワヒリ語で「蝶」を意味する。1993年、NMKの昆虫学者の指導に

よりゲディで開始された地域密着型の NMK プロジェクトである。その目的は、① アラブ
コ・ソコケの森林保全  ② 地域住民の生活向上の同時達成である。まず、村民は 40,000 ha
の広大な森に生息する「蝶のさなぎ」を採集し、次にプロジェクトがこれを購入する。そ

の後、欧米など得意先の注文に従って空輸（DHL 等）で輸出される。それから得た年間収
入の約 5,000ドルは、アラブコ・ソコケの自然林保護の予算を確保し、地域村民には現金還
元が可能となる。 
ゲディ地区の自然環境保護を理解する 26 グループで構成され、参加住民数は約 5,000 人
に及ぶ。2001 年、日本の「草の根無償」による「蝶園」は、蝶類の飼育展示用施設及び住
民に対するさなぎ選別の指導用施設として、ゲディ博物館の入り口手前に建設された。近

年は蝶のほかに養蜂にも取り組み、現在では蜂蜜を製品化してゲディ地域の商店で販売を
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している。しかし、今後は、蜂蜜をろ過する精製技術の改良や販売ルート拡大などの課題

が残されている。 
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第七章 他ドナー及び国際 NGO の支援状況 

 
7-1 二国間援助機関・国際機関 

1989年のＫＷＳ設立以来、数々のドナーが支援を実施している。中でも最大規模のプロ
ジェクトは1991年から96年にかけて世銀を中心に実施されたPAWS（Protected Areas Wildlife 
Service）プログラムである。1992年に開始されたPAWSプロジェクトには、世銀、USAID（米
国）、ODA（現DFID、英国）、EU、KfW（ドイツ）、オランダ及び日本が参加し、総額143.2
百万USDの支援が実施された。このプロジェクトは、主に組織能力開発、公園インフラ整
備、コミュニティーによる野生生物保全プログラム、リサーチ＆モニタリング、保護区開

発、野生生物保全及び観光客治安プログラムで構成されている。日本政府は、6.8百万USD
を建機などを含む単独機材供与無償資金協力の形で実施している。 
その後、継続的にドナー支援が実施されているが（以下、表7-1参照）、度重なる総裁の
交代、遅延する組織改変などから、ドナー支援は減少しつつある。現在活動している主要

ドナーは、USAID, AFD, EU及びJICAとなり、UNDPも小規模ながら援助を実施している。 
 

                                                                                                
表 7-1 二国間及び国際機関による KWSへの援助 
 
Donor ACTIVITY USD Period 
PAWS Funding 
(以下を含む) 

Strengthen Security in Parks, Reverse Decline of Wildlife, 
Develop Park Infrastructure, Strengthen Institutional Capacity of 
KWS, Promote Participation of Communities in Wildlife 
Conservation 

143.2 
Million 

1992 To
2000 

・IDA KWS Institutional Building and Infrastructure Development 60.5 
Million 

1992 To
2000 

・USAID COBRA Project - To Build Partnerships to Conserve Biodiversity 
and Develop Sustainable Nature Tourism 

7.0 
Million 

1992 To
1998 

・JICA Build Capacity in KWS in Wildlife Education and Awareness, 
Vehicle Workshops and Transport, Road Maintenance Equipment 

6.8 
Million 

1992 To
2000 

・EU Elephant Management Programme 8.0 
Million 

1992 To
1998 

・The 
Netherlands 

Build Capacity in KWS and Communities in Wetland 
Conservation, Develop Wetland Policy 

3.4 
Million 

1992 To
2000 

・ODA Infrastructure Development Inside and Outside Protected Areas 20.0 
Million 

1992 To
2000 

・KfW Infrastructure Development Inside and Outside Protected Areas 6.3 
Million 

1992 To
2000 

USAID Conservation of Resource through Enterprise (CORE) Program 
for Improvement of Conservation and Management of Natural 
Resources through Increased Benefits to Communities 

8.0 
Million 

1999 To 
2004 

AFD Infrastructure rehabilitation, community participation and 
biodiversity conservation in Meru National Park 

12.8 
Million 

2002 to 
date 

European 
Union 

Biodiversity Conservation Programme for Kenya whose Goal is 
to Enhance Sustainable Biodiversity Conservation through Local 
Initiative i.e. Creation of Awareness, Support Natural Resource 
based Enterprises, Reduce Wildlife/Human Conflict 

5.3 
Million 

2000 To
2005 
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UNDP (GEF) Trans-boundary Biodiversity Conservation Project Between 
Kenya and Tanzania (Namanga Hill) and Kenya and Uganda (Mt. 
Elgon and Hima Hills) 

5.0 
Million 

2000 To
2005 

 
7-2 NGOによる支援状況 
 ケニア国は周辺国の中で、最も自然環境保全に力を入れている国であるため、ケニア野

生生物公社（KWS）は、多国間援助や二国間援助以外に、WWF、African Wildlife Foundation、
Birdlife International, International Fund for Animal Welfare等の世界規模のNGOや地元NGO等
を含む複数の NGOからの支援を得ている（表 7-2）。 
 

表 7-2 NGOによる KWSへの援助 
Donor Activity USD Period 
African Conservation 
Centre (ACC) 

Support of Wildlife Research and Community 
Programmes  

0.4 Million Annually 

African Wildlife 
Foundation 

Support of Diverse Wildlife Conservation 
Projects 

2.0 Million Annually 

World Wide 
Wildlife Fund 

Rhino Management Programme 3.0 Million 1992 To 
2000 

International Fund for 
Animal Welfare 

Support for wildlife rescue from illegal trade, 
disaster situation, etc 

0.5 Million 1999 to 
date 

Birdlife International Support for data collection on birds and their key 
habitats 

N.A. 
 

Annually 

 

 教育部門においては、活動面でケニア野生生物クラブ（WCK：Wildlife Club of Kenya）や、
Youth for Conservationなどの地元 NGOとの連携がある。また、ケニアの国立公園やその周
辺域では、KWSの教育部門以外にも、地元 NGOによる環境教育が行われている。 
 ケニア野生生物クラブ（WCK：Wildlife Club of Kenya）は、スウェーデンやオランダの政
府系援助機関や AFEWというナイロビの NGO、ニューヨーク動物園、ケニア政府から援助
を受けながら、ケニア全国で活動を展開する環境教育の NGOであり、全国を舞台とした環
境教育プログラムと、州レベル、クラブレベルの活動を展開している。全国的な取り組み

としては、環境に関するアート・エッセイコンテストや、子供向けの機関紙の発行などが

あるが、学校教師向けのワークショップやアウトリーチ・プログラム等も行う。また、フ

ィールド生涯学習プログラムも行われている。 
 アウトリーチ・プログラムはモバイル教育ユニット（MEU: Mobile Education Unit）と呼ば
れ、ナイロビ、コースト地方、西部の 3 地域で行われている。地方の学校などを巡回し、
視聴覚機材を用いて野生生物関連のビデオプログラムやセミナーを実施するものである。

またフィールド学習プログラムは、ナクル、キスム、モンバサのホステルにおいて実施さ

れている。 
 ジラフセンター（Giraffe Centre）は、ナイロビにおいて観光スポットとしても知られてお
り、年間 54,000人の訪問客を集めているが、地元住民に環境教育を行う NGOでもある。す
ぐ脇に高級なホテルが建っているが、当 NGOはこのホテルも経営している。ジラフセンタ
ーに入場するには入場料を支払う必要があるが、国内の学校生徒は無料で入ることができ、

学校の課外授業にも利用されている。 
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敷地内にキリンが 7 頭飼育されているが、メイン施設の 2 階デッキからキリンに直接餌
を与えることができる。施設の中には展示室と視聴覚講義室があり、展示室にはキリンの

パズルなどの環境教育教材や、子供を対象としたコンテストで入賞した環境関連のポスタ

ー、ジラフセンターによるアウトリーチ・プログラムや教師を対象にしたワークショップ

など、活動紹介のポスターなどが展示されている。その他、別館の視聴覚講義室や、みや

げ物屋などの施設もある。また、自然遊歩道も設置されているが、階段が設置されるなど

歩きやすく整備されており、案内板などの設備も良く整っているほか、鳥の餌台やウォー

クラリー用の番号札など、環境教育プログラム用によく工夫がなされている。 
環境教育プログラムはかなり精力的に行われている。子供たちによる環境啓発ポスター

や写真のコンテストでは、優秀な作品がセンター内で展示されるほか、トロフィと協賛会

社による賞品が与えられる。また 2カ月おきに 30名程度の学校教師に対する 1泊 2日のワ
ークショップがセンター施設で行われるが、教師はここで環境教育プログラムの実施手法

について学び、終了後にそれぞれの地元学校にて小さな環境教育プログラムを実施し、報

告することで証書が与えられるというシステムになっている。 
また、毎週、スラムや孤児院の子供たちをナイロビ周辺の自然関連施設に連れて行くプ

ログラムも行われている。 
Youth for Conservationは、1988年に若いボランティアによって設立された NGOであるが、
現在は主に野生生物の肉目当ての密猟を防止する活動を展開しており、フィールドにおい

て、KWSなどとも連携しながら地元住民などが仕掛けた罠を取り除く直接的な取り組みを
行う一方で、地域コミュニティーでの環境教育活動を行っている。この団体は名前の通り、

ケニアの環境保護を考える 21 歳から 35 歳の若者がメンバーとなっており、約 300 名の会
員から集めた会費で地道に運動を続けている。 
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第八章 プロジェクト基本方針 

 
8-1 マスタープラン 
上位目標 
野生生物保全に関するケニア国民の意識が向上し、自然保護に参加するようになる。 
プロジェクト目標 
効果的な野生生物保全教育を実施する能力が強化される。 

成果 
1. 教育実施戦略が策定される。 
2. 教育オフィサーの指導能力が強化される。 
3. 教育ツール、教材、機材及び施設の適切な開発、使用及び保守管理が向上する。 

活動 
1-1. 教育実施戦略策定のために必要な調査事項を整理する。 
1-2. 教育実施戦略策定委員会を設置する。 
1-3. 教育実施戦略策定委員会と関係機関とのワークショップを通し、戦略を策定する。 
1-4. 戦略実施の進捗状況を調査する。 
2-1. 教育オフィサーに対し、技術的能力に関する研修またはワークショップを実施する。 
2-2. 教育オフィサーに対し、テーマ別の研修またはワークショップを実施する。 
2-3. 関係機関との技術交換を行う。 
2-4. ターゲットエリアにおいて、教育プログラムの実施を促進する。 
2-5. 教育活動の実施状況を調査する。 
3-1. 教育オフィサーに対し、教育ツールおよび教材開発のための研修およびワークショ

ップを実施する。 
3-2. 視聴覚オフィサーに対し、視聴覚教材作成の技術研修を実施する。 
3-3. 視聴覚教育ツール、機材、施設の効果的な利用の為の利用と保守管理に関する研修

を実施する。 
3-4. ターゲットエリアにおいて、教育ツール、教材、機材および施設を使用する技術の

応用に対し、支援を行う。 
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